





1960年代にほぼ時 を同 じくして経済改革 に着手した ソ連 と東欧諸国では,80年代の中葉か ら開始 さ
れたソ連のペレ峯 トロイカ,そ れに刺激 された89年の東欧各国で吹 き荒れた民主化の嵐,奪 たそれに
影響 され.たソ連⑳改革の深化 を通 して,再 び経済改革が展開 している。 この経済改革は60年代以降の
改革 と比較にならないほ ξ,その内容は大胆かつ斬新であ り,範囲は大規模 であ り,テンポも速:レ〉。
しか も,それは各国での政治改革の進展や政治清勢の急変 によって,改 革の性格 を各国で異なるもの・
とな?て いる。そして,質 的に全 く新しい条件のもとで,い ま各国はこれ までの会計制度 を改編また
は廃止 し,新会計制度を創出 しようとしている。
ところで,ソ 連 ・東欧諸国のこれまでの会計制度は,大 枠では30年代 のソ連 で開発 されたいわゆる
ソ連型社会主義会計制度であった。各国は,こ のソ連型社会主義会計制度 を改編または廃止 して,・新
しい会計制 度 を創 出 しよ うとしてい るが,そ の過程 は,各 国 でか な りジ グザ グした コ'一スを経 て い く
こ とになるで あろ う。.なぜな らば,・ソ連 型会計制度 を これ までに採用 していた各 国 ではあ るが,と く
に60年代以降の経済改革で,こ の制度を各国の歴史的,社 会的条件に見合 った ものに改組 してきてお
り・すでに以前か ら各国の会計制度には相違があるか らである。そこで本稿では,ま ず,30年代 に形
成 された ソ連型会計制度の特徴 について触れ,つ ぎに,60年代以降に顕著 にあらわれた各国の会計制
度 の多様化、を考察し,最 後に,各 国で現在解決を迫 られている主要な会計問題を示 して,今 後の ソ連
・東欧会計の動向を明らかにしたい。
1ソ 連型社会主義会計制度の特徴
いわゆるソ連型社会主義会計制度は,短 期間に急 テンポで農業の集団化 と経済の工業化 を押 し進 め
た20年代末か ら30年代にかけてのソ連で形成 されたものである。当時は,国 民経済:全体と個 々の企業
とを一括 して計画 ・管理 し,同時に企業を商品 ・貨幣カテゴリーを活用 して経済的に指導するのでは








色 はつ ぎの よ うで あ った。
まず,会 計を財務会計 と管理会計 とに区別せず,会 計 を業務 ・技術計算(別 名,経 営計算)と 統計
と共に有機的に結合 した国民経済計算 の一つの計算 として考えて,会計制度 はこの経済計算制度の一
環 として組織 されたことである。その際,主 に現物指標 と労働指標による計箕が業務 。技術計算であ
り,統計固有の分類,整 理,数 値 による計算が統計であって,会計は,④ 文書作嘆 と棚卸,② 勘定 と
複式記入,③ 評価と原価計算:,④貸借対照表 と会計報告書 とい う一連の会計固有の技法 と主に貨幣指
標 とによる計算 であ るとしていた。
会計を国民経済計算の一つとして位置づけることは,国 民経済全体の会計つま りマクロ会計を重視
す るよ うにな り,他 方,個 々の企業 の会 計つ ま りミクロ会計 を軽視す るこ ととな り,そ してこの指 向
で会計制度がつ くられていった。しか もこの場合,「会計 よりもむしろ統計を尊重 した」 と今 日 い わ
れて 耽る ように(2》,企業 の経営活動 を把 握 した ミクロ会 計 のデー タは統計 の数値 に変 え られ,そ の数
値 は主に国民経済計画の策定のために利用 されていった。国民経済計画の策定 に必要なデータを会計
制度から得るには,個 々の企業は全社会的規模で統一 された会計制度 を採用 しなければならない。.そ
こで ミクロ会計では,国 が制定 した価格によって,取 引を規定の文書で確認し}統一勘定計画(コ ン
テンラーメン)で記帳し,統 一原価項 目で原価計算し,統 一償却率で減価償却し,す べての資産 を統
二棚卸規程で棚卸をし,規 定の貸借対照表 と会計報告書を作成 し,一定の間隔での固定資産の統一再
評価などが行われた。
つ ぎに,こ のような統一会計制度を個々の企業へ導入す るためには,国 か らの会計に対する強力な
指導が必要 となったことである。このため財務省,統 計局,国 家銀行な どの中央の省庁から,す べて
の会計処理 と手続に関する規程,決 定,訓 令,書 簡などが示 された。そしてそれ らに基づいて,企業
の会計責任者は ミクロ会計 を組織し,そ のもとで企業の会計担当者は会計業務 を遂行 していった。し
か も,会計責任者は,国 か ら国家企業へ供与 した国家財産の運用の監視をも任務 とするため国によっ
て任命 されるので,企 業の経営活動よりもむしろ上級機関(省)に 対して責任 をもつ ようになり,会
計担当者は,上 から規定 された会計処理 と手続 をただ遂行するだけの単なる簿記係とな り,経営改善
の ため に 自己のイニシ アティブ を発揮 す る会 計人 もいな くな ったω。当然,こ うした環 境 は,会 計 人
に よう 自主 的な職業団体 を結成 す る条 件 もな くな ってい った(`)。
会計制度とその方法論のすべてを財務劣等で決定し,主 として上級機関に対して責任 をもつ会計責
任 者と単 なる簿記像 とな った会計担当者のみしかいない企業では,経営管理のために ミクロ会計のデ
ータを活用しようとする環境 もな くなる。とくに,個 々の企業にはそれぞれ異なる生産過程があるに
もかかわらず,そ の生産管理のための会計制度や会計技法まで上で規定され,各 生産の特殊性を考慮
【
した制 度(コ ス ト ・セン ター,責 任 会計 な ど)や 技法(特 殊 原価 調査,CVP分 析 な ど)を 開発 し,
製 品願 の低減にイニシァ勃 ブを僻 しようとす絵 計人が少な くなった・また・会誕 一タを経
営の意思決定 と業績評価のために活用する指向も弱 くなる。企業の経理部が唯一なすべきことは,所
与の統一原価頃日で製 品原価 を計算して,そ のデータを上級機関へ提出するだけとなった。なぜな ら
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ば・企業には価格決定権はな く,製品価格を制定する国が原価データを必要 としたか らであるC同 様
に・経理部が企業の財政状態 を示す貸借対照表を作成 しても,それ を積極的に分析 して財政状態の改
善 に取組むことな く.:貸借対照表 をその他の会計報告書 と共 に上級機関今ただ提出した。なぜな らば,
企業には業務計画の策定権,経 常的経営活動の管理権はあっても,大規模投資等の戦略的計画の策定
権はなく,その投資財源は国によって保障され,さ らに,企 業の財政状態が悪化しても,賃金 もまた
国によって保障 され,赤 字経営も国の補助金 で補填されたからである。
そして,貸 借対照表 と会計報告書を上級機関へ提出すれば,個 々の企業の会計責任者の任務は終わ
るが,そ の際にこれらの財務諸表は上級機関で監査 される。この官庁内監査では,企業 の提出 した財
務諸表が・全社会的に規定された所与の統一会計の処理 ・手続で作成 されたかど うかが監査 された、
監査後に,財 務諸表のデータは国民経済計画の策定のために利用 された。この場合,個 々の企業の,財
務諸表の開示は行われなかった(5)0なぜならば,企業の会計担当者を単なる簿記係に後退させている
会計制度の もとでは,ま た企業の労働集団の経営の意思決定 と業績評価へ参画するシステムが ないも'
とでは,た とえ財務 諸表 を開示 しても,そ れに よ.って自己 の経営 を改善 しよ う『とす る会計担 当者 のイ
ニシアティブも労働集団や働 き手の創意もおきないからである。
積極的に主体的に経営改善をしょうとする人 も集団 もいない企業では,上級機関は,任 命し撫企業
長 と会計責任者の権限を専ち強化して経営改善に当た らせて,企業 に割 り当てた国家計画の課題 を達.
成することになる。また,企 業に供与した国家財産の保全,節 約方式の順守,原価の低減 などのため'
に一段 と会計処 理 と手締 を厳 し く規制 す るよ うにな る。 だカミ,そ れ は また会計担当者 のイニ シアティ
ブの発揮 の場 をます ます失 な ってい った 。 ときには,こ のイ ニ シアティブ を尊重 して会計規 制 を弱 め.
ることもあるが,国 が賃金 を統制 し企業の経営活動の成果 と密接 にリンクしていない労働支払のもど
では,財産の着服などが生 じ,再び会計規制が強められた,こ のため,会 計の規程,決 定,訓 令,書
簡は朝令暮改 となった。そこで,会 計担当者 を初 めとする多 くの会計人の再教育,研 修が,財務省等
の主催のもとで統一 された同じ内容で行われ る。それ と並行 して,同 じ内容の講義が,将 来の会計要
員の養成をする教育機関での会計学講座でも行われ る。だが,自 国の会計制度のみに傾注したこの会
計教育では,外 国の先駆的な会計の理論 ・制度 ・実跨の研究を疎かにし,と くに発達 した資本主義国
か ら会計の先駆的経験 を学び,そ れ を自国の条件に見合 ったものに改良することもなくな り,そ れは
また自国の会計制度をますます硬直化 させていった。
以上,否 定的側面をとくに浮彫 にして,ソ連型会計制度の特色 をみてきたが,こ うした会計制度は
第歌 大轍 ・社会蟻 隊 なった鰍 諸国に樽 入されていった…。そして,この醸 の離 離




ソ連 ・東欧諸国は,60年代にほぼ時を同じぐして経済改革 を開始 した。その内容は,中央集権的計
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画化 と管理のシズテムを改善 し,同時に,.企業 を上 か ら指令 的 ・行政的に指導す るのではな くて,企
業に経営上の自対 生を与 えて,商品 ・貨幣 カテゴ リーを十分 に活用 して経済的に指導 しようとするこ
とで あ った 。 つ ま り, 従前の計画化 ● 管理 システムか ら強度の集権的要因が取除かれ,代 って分権的
要因が取入れ られ,企業に完全独立採算制が採用 されてい く時期であったω。こうした経済改革が展
閉 してい く過程 で, これまでの ソ連型会計制度はそれぞれの国の歴史的,
に改組 されていき,その結 果, ソ連 ● 東欧諸国にお ける会計制度 に多様性があらわれ ることになった
が,各 国にみる会計制度の主要な相違はつぎのようで あ った 。
まず,ソ 連型会計制度か ら離れ,著 し く異 な る会 計 制度 を創 出 した国 は,ユ ー ゴス ラ ビアであ る。
ソ連.東 欧での60年代の経済改革 に先立 って改革:に着手 し,市場 メカニズムを利用 し・労働者 自主
管理を敢入れたユーゴスラビアの会計制度の特異な特色は,一 つ には統一会計制度の採用を個 々の企




企業の財務諸表の作成,会 計処理な どを全社会的視点か ら大枠 のみ規定 したいわゆる
会計原則があ り,この会計原則に基づいて,六 つの共和国にある各会計士協会が糊定計画 を初 めとす
る会計の処理 と手続の ヒナ型を制定し,そ れを個々の企業は強制 としてでほな く自主的に採用 した。
それは全社会的規模の統一会計制度があ り,その採用 を企業に義務づける他の社会主義諸国の会計 と
異 な る点 で あ り, 自主管理に対応 した自主経理が1976年の 「連合労働法」
また,'労働者の自主管理経営の特徴 を反映 して,企業の業績評価指標は付加価値 とし,こ の指標に基
づいて企業所得が分配された㈹。即ち,まず総収益から原材料費などの物的費用と減価償却費を差引
いて,い わゆる付加価値に相当する営業利益を算出し,ついで営業利益か ら法定債務,契 約債務 を支
払 って純利益を算定 し,そ しで純利益が働き手への労働支払 と経営の将来め発展のための企業への留
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は生産の担い手である労働者が労働の成果から疎外 されることな く,自 ら剰余労働の管理者になるこ
とを意図 した。 さらに, ポーラン ドの公認会計士による監査 と並んで,こ の国の社会会計局による会
計監査 も特異な制度である。1952年の社会記録局 を前身 とする社会会計局は,1959年に国家銀行の一
機 関 として設立 され た"a.62年には国家銀 行か ら分 離 し,65年には独立 した公共的 サ ー ビス機 関 とな
った 。社会 会計局 は, 企業で作成 され送付されてきた財務諸表 を監査 し,そ しで企業 の会計 と管理の
実態を分析 してい くこ とに な った{9)。
こうして,ユ ーゴスラビアでは他の社会主義諸国 と比較 して極めて異なる会計制度が存在 していた
の であ る。
つぎに,ソ連型会計制度 を根底 に置きつつも,それを改革 して部分的に異なる会計制度を創出 しつ
つ あ った 国 は,ハ ン ガ リー, ポ ー ラ ン ド,チ ェ;コス ロバ キ ア で あ る。
ハンガ リーにおける会計制度の際立った特色は,1968年か ら直接原価計算 を採用 したことにある。
周 知 の よ うに,ア メ リカで開発された直接原価計算は,原価 を変動費(直 接費)と 固定費(間 接費)
とに区分 し,製品原価 を変動費のみで把握 して,固定費を製品に配賦せず期間費用 として処理する方
法であるが,ハ ンガ リーでは変動費のみで把握した原価 を簡略化原価 といい,直 接原価計算 を変動費
計算法と呼んで採用 した。採用の理由は,生産物の製造に直接的に関係する変動費 を簡略化原価 とし
て把握 する こ とで, 簡略化原価の中で大きな比重を占める直接材料費 と操業度 との関係が解明される
し,不確実な基準 ・方法で固定費を配賦する全部原価計算 よりも信慧性ある原価 データを得て,経営
s理 に有益 な会計情 報が確保で きるか らで ある とした 。 この場 合,表1に み るよ うに,こ の国 では通






















な情報を収集で きるように,財 務省は簡略化原価 を,①技術的原価 (直接費と機械 ・設備 ・装置の維
持稼働費),②比例的原価(直 接費 と職場変動費),③直接原価(直 接費のみ) まで と徐 々に狭 め るこ
とができる権限を企業に与 えた。他方,ハ ンガ リーでは,生 産物の全部原価計算は生産物の価格を点
検 するときにのみ行われた。その際には,簡 略化原価 に,表1に みるような全工場費, 技術開発費,
消費者保障用役費,生 産 フォン ド使用料などを加算 して全部原価 (総原価)が算定 された。
さらに,ハ ンガリーの経済改革が進展 してい く過程で,原 価計算に対する企業の権限 も大き くな り,
企業は規定 の原価計算の諸手続の中か ら適切な処理方法を選択できる権限をもった。 と りわ け,問 接
費配賦の基準 ・方法,原 価計算期間な どについての権限 を企業に与 え,企業は自己の生産組織と技術
過程の特徴に基づいて 「生産物原価計算規則」を策定できるようにな った。そして原価データの収集
のために,こ の規則 には原価 計算の客体,単 位および方法,直 接費 と間接費,間接費配賦の基準 ・方
法,原 価計算期間,原 価計算 と財務会計の統合などが規定 された。 こ う した規則を企業に自主的に策
定 させることによって,会 計業務の効率化,経 営活動の成果に対する企業の関心 と責任を高めようと
した の で あ る(ゆ 。
ポーラン ドにおける会計制度の大きな特色は,い わゆる公認会計士による監査制度 を採用 したこと
にある。 この国の会計 士協会 の歴史 は古 く,そ れ は1907年に東欧 ・中欧で最初に設立 された。その活
動は第二次大戦 によって断絶 したが,57年に会計士協会は再び再建 され, その2年 後の59年に政府決
定で公認会計士 とそれによる監査制度が導入された。公認会計士を初め とした広範な会計人からなる
会計士協会の組織は,図2の ようになっている。協会の 目的は経理知識の深化,会計実務の改善,先
進的会計経験の普及,会 計人 の養成であ り,その 図 一2
活動は実務家 と科学者 との討論会,講 演会,雑 誌 会計の組撒化●機械化瀞 公刊活動
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「会計」 の発 行 を行 うことであ った。 しか も,財
常任幹部会
務省が会計法規を決定する以前に,協 会がその草
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を決定 する こと とした。
ポーラン ドでは,財務省の国家試験に合格した者が公認会計士として国家登録 され た。受 験 資 格
は・高等または中等教育 を受け規定の実務経験を有 した者 であ り,試験 は,会計の基礎能力 と専門知
識について筆記 と口頭で行われた。国家登録 された公認会計士は,自 己の独立した監査法人を設立す
ることはできないが,各 産業部門で企業を管轄 している上級機関との契約に基づいて調査対象企業に
派遣 され,企 業の財務諸表の監査と経営分析を行 った。その際,報 酬は調査対象企業での仕事量 と活
動に応 じてその企業から得た。公認会計士:の意見表明は,銀 行や労働組合代表を含む管轄区の監査委
員会,企 業長,企 業合同長によって最:終的に承認された。承認 されないときは,公 認会計士は財務大
臣 を含む上級機関へ訴え,必要な場合には,財務大臣は別の公認会計士の意思表明を求めて処理 した。
公認会計士が業務基準 に背いた際には,先 に触れた ように会計士協会の懲戒委員会で審査されたので
あ る(1D。
チェコスロバキアにおける会計制度の注 目すべ き特色は,1966年か ら会計制度 を基本会計 と工場内
会計とい う二つの情報領域に区分したことにある。全般的会計とも呼ばれる前者の会計は,全 体 とし
ての企業の財政状態 と経営成績を把握して,企業活動についての会計情報を確保す るもので,い わゆ
る財務会計に相当する会計である。これ に対 して後者の会計は,企業の工場管理のために,発生する
費用 を把握するいわゆる原価計算に相当する会計であり,基本会計に対する補助的な会計である。基
本 会計 はす べての企業 で統 一的 に採用 され,そ れ によ って同一 の情 報が確保:され る。 そ して,そ の情
報は全社会的に総括 されて,国民経済の計画化と管理のために活用した。他方,工 場内会計は,生 産
物原価を算定すると同時に,企 業での原価管理と製造活動や亜部門活動の業績評価のための重要な用
具 とした。そして,工 場内会計で得た情報から,①実際原価 を算定し,それ と工場内決済価額 と対比
する,②工場内亜部門活動の計画化,分 析,管 理,評 価に必要な情報を確保する,③ 亜部門の収支を
明らかにして,そ の生産遂行の責任 を明確にした。
もっとも,基本会計 と工場内会計とはそれぞれ別個にあるのではなくて,按 に鏡の勘定 と呼ばれる
通過勘定 とい う特殊な勘定で結合している(図3参照)。この場合,基 本会計は国民経済全体の計画化
と管理に必要な情報を確保しなければならないため,.そのシステムは全社会的規模でできるだけ統一
した。他方,工 場内会計は個々の企業における生産の組織,生 産の専門化 と技術過程,生 産の機械化
と自動化な どに相違があるため,そ のシステムは全社会的規模で統一することは困 難 とな る。そこ
で,工場内会計はその模範法規で一応規定 されているとはいえ,そ の実施の具体的方法は個々の企業
の自由裁量にまかせた。と同時に,こ の自由裁量 を企業に認めることによって,原 価計算 とその管理
会計的機能に対 する企業の関心 を高めようとしたのであるα2)。
こうして,ハ ンガ リーでは直接原価計算が採用 され,ポ ーラン ドでは公認会計士による監査制度が
あり,チ ェコスロバキアでは財務会計に相当する基本会計と管理会計に相当する士場内会計 とが存在
していたの である。
さらに,ソ 連型会計制度を根底にして,そ のマクロ会計約側面を一段 と発展させていた国は,東 ド
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東 ドイツにおける会計制度の特色は,「会計 と統計の統一システム」を採用 したことに あ る。会計
と統計の統一を意図したこのシステムの創出は,1966年の閣僚会議決定 「会計 と統計の統一システム
について」から着手 された。決定では,科 学的な基礎のあるデータを最小限の費用 で収集 し,個 々の
企業のみならず国民経済全体の再生産過程の計画化 と管理のために,そのデータを分析して最大限に
活用できるように会計 と統計の全般的基礎 を統合することが示 された。会計 と統計の統一システムの
創造においては2①情報の立案に際し個々の企業の経営的課題よ りも国民経済の課題 を優先す る,②
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産物種類別に情報を統合するとい う四原則が確認 された。つま り,規定の物量,価 値,時 間測定で経
済過程を統一的に把握 し,会 計 と統計の融合でもって企業 と国民経済の計画化 と管理 に必要な情報を
確保することにした。経済過程の計画的指導の情報 を多面的 に活用するために,経 済過程を会計 と統
計で一括 して把握 しようとす る構想が会計 と統計の統一システムであった(図4参 照)。
この構想 は,「会 計 と統計 の統一 システ ムに関す る テーゼ」 とな った。テー ゼでは,シ ステ ム の 目
的,課 題,導 入条件が明記 され,計 算,指 標ゴデータ収集,評 価,報 告書および情報の信悪性などの
システムの諸要素についての具体的な指示が規定 された。さらに70年代前半には,会 計 と統計のデー
タの収集 分析 を簡略にし,と りわけ費用計算の主要な課題 として,① 費用項 目の決定,分 析および
その水準と動態に対する統制,② 工場内独立採算制の確立とそこでの収支計算の採用,③ 個々の生産
亜部門の費用計算 と費用統制,④ 価格形成 に必要な基礎的データの確保 を挙げた。また70年代後半で
は,価 値測定による場所別,客 体別の生産費計算の実施,工 場内独立採算制のもとでの費用の効率的
利用 と統制に大きな注意が払われた。
'
こうして,東 ドイツでは,重 要な社会的事象 と生産過程の計画化 と管理のための意思決定に役 だつ
亀
企業 と国民経済の情報システムとして,60年代か ら会計 と統計の統一システムの構築 を目指していた
の で あ る(獅 。
そ して ソ連 では,1965年か らの 「コスイ ギン改革 」 と呼ばれ る経 済改革 の も とで,30年代に 自国で
つ くったソ連型会計制度の改善 に着手していった。 ところが,国 民経済の計画化 と管理のシステムを
1
集権的システムか ら分権的システムへ,企 業経営 を形式的独立採算制から完全独立採算制へ と移行 さ
せる経済改革は,70年代 の初期 までは一定の進展 をみたが,そ の後 においてはこの改革は中途半端 に
終わった。 このため,経 済改革に対応 した会計制度の改善も不徹底なもの とな り,と りだててその特
色を挙げることはできない。例えば,直 接原価計算の採用は検討されていたが,国 が価格決定 に必要
な総原価のデータに固守 したため,そ の採用はできなかった。そ こで,第2次 大戦前に開発 した ノル
マ原価計算 を改良して,そ れを原価管理のために利用する一方,ソ ルマ原価±原価差異 ±ノルマ改訂
差異=実 際原価で総原価 を算定した(14)。また,公認会計士 とそれによる監査制度もな く,官庁内監査
覧
が引続 き行われていた。さらに,財 務会計と管理会計 とに区別す ることもな く,東 ドイツほ どではな
か ったが,依 然 としてマ ク ロ会計 に偏重 した会計 が存 在 してい た。 も とよ り,ユ ー ゴス ラビアの よ う
に,労働者 自主管理を基礎に市場 メカニズムを利用 して,企業 が模範 とする会計の処理 と手続を自主
的に採用することなどは,考 えられなかった。強ひてソ連会計制度の特色を挙げれば,会 計上で係争
が発生 し,それが刑事問題や民事問題 として法廷 にもちこまれたとき,そ の裁判に会計知識 をもった
人が出廷す るとい う会計判定官の制度があったことである㈹ 。
以上みてきたように,各 国で程度の差はあるものの30年代に形成 された ソ連型会計制度 は,60年代
以降の経済改革によって徐 々に改善 されていき,そ のため各国の会計制度に相違があらわれていたの
で あ る 。
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3ソ 連 ・東欧会計の諸問題 と今後の動向
社会主義諸国に会計制度の相違が既にあらわれている中で,80年代中葉からのペレス トロイカによ
ってソ連では,30年代に自らつ くった ソ連型会計制度 を改編 しつつあ り,また89年の東欧各国の民主
化 によってこれ らの国では,導 入 されていたソ連理会計制度からの乖離を一段 と行 っている。そして
今 日,ペ レス トロイ カと民主化の過程で生起してい る経済改革の多 くの新 しい問題 を会計問題 として
解決 し,それに適応 した会計制度 を創幽する課題が,ソ 連 ・東欧会計の前に課せ られている。
まず ソ連会計 としては,つ ぎの課題がある。第1は,国 家企業の経営改革 に伴 う会 計 の 整 備 で あ
る。65年か ら採用 されていた完全独立擦第制 をいまだ不完全 であるとして,88年1月か ら施行 された
「国家企業(合 同)法 」は,資 金 自己調達制 を包括 した正真正銘の(真 の)独 立採算制への移行 を決
定 し,そ の形 態 として,① 利 潤 の ノル マチ ーフ的分 配 に基 づ く第1形 態,② 所 得の ノル マチー フ的 分
配 に基づ く第2形 態 を認めたq6)。このため,こ の独立採算制の第1形 態 と第2形 態のそれぞれに見合
った企業会計を整備しなければな らない。 とりわけ,い わゆる付加価値が経営の業績評価指標 となる
ので,そ の算定方法 を確立すること,設備投資な どの戦略的畏期経営計画が個 々の企業で意思決定で
きることになるので,そ の意思決定 に役 だつ会計を確立すること,労働集団の社会主義的 自主管理が
重視 され耽企業長 を初め会計責任者が選挙で選出され るので,広 く働 き手が経営の意思決定 と業績評
価 に参画できる会計 システムをつ くることなどの会計問題がある。第2は,国 家企業の脱国家化 に伴
う会計の整備である。88年5月に採択された 「労働集団に謁する国家企業賃貸借制の一般規程」 とそ
の後の諸法規は,労 働集団に対 して国家企業の全体または企業の亜部門を賃貸にだし,労 働集団がそ
の賃借者になることを認めた。このため,い わゆる リース会計 に類似した賃貸借会計 を確立しなけれ
ばな らない。第3は,協 同組合 の発展 に伴 う会計の整 備で ある。88年7月 か ら施 行 され てb・る 「協同
組合法」は,国 家企業 に先駆 けて協同組合の有価証券の発行,土 地や農機具の賃貸借請負制を認めた。
このため,こ うした問題に対処 した協同組合会計を確立しなければならない。第4は ,個 人営業の開
始 に伴 う会計の整備である。87年5月から施行 され ている 「個人労働活動法」は,個 人営業の開業 を
認可 した。その際,営 業上の収支計算が困難な個人営業は,営 業許可証を取得するときに税金の代 り
として免許料 を支払 うが,そ の所得 が明瞭に算定できる個人営業は,収 支を記帳し,稼 いだ所得を申
告して,そ こから税金を支払 う。このため,後 者の個人営業での会計の記帳方法 を確立しなければな
らない。第5は,資 本主義企業 との合弁企業の設立に伴 う会計の整備である。87年1月の政府決定 と
その後の法規は,ソ 連領内に資本主義企業 との合弁企業の設立を認めた。このため,こ の合弁企業の
利益配分法,外 国出資者への外貨送金法などを明確にして,合 弁会計を確立 しなけれ ばな らない。第
6は,ソ 連 ではい ま,レ ニン グラー ドと極東 の地 区 に経 済特 区 を設 け,そ こへ西側 出資100%の 企業
の設立が計画 されている。このため,こ の外資企業での会計 をどうするかが問われている。第7は,
株式会社の出現に伴 う会計の整備である。国家企業の脱国家化 を一層すすめるため,88年10月の政府
決定は,「国家企業(合 同)法 」に従 って正真正銘の独立採算制に移行 した企業が労働集団員,他 企
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業,銀 行 に対して株式 を発行することを認めた。 このため,株 式の発行法,そ の配当法な どを明確に
して,株 式会社会計を確立していかなければな らない。第8は,ソ 連邦財務省などの会計に対する指
導権を各共和国,州,地 方へ,ま た個 々の企業へ委譲することに伴 う会計法規の整備である。党 と政
府の分離,各 共和国の政治的 ・経済的主確の尊重などは,真 の三権分立に基づき,し かも相互に均整
の ある一連 の経済法(所 有法,土 地法,・企 業 法,税 法,賃 貸借 法 な ど)を 制 定 してい くこ とにな り,
この法体系の中で会計法規 も整えなければならない。その際その細部の問題 は地方や企業 にゆだねる
一方で,い わゆる会計原則のような会計の最も基本的 な事柄のみを全社会的に制定 してい くことにな
る。第9は,国 家機関による官庁内監査 を改革して,い わゆる公認会計士による会計監査へ換えるこ
とに伴 う監査制度の整備 である。第10は,ソ連会計の利点を守 りつつも,西側 に既 にある国際会計基
準 ・源則 に照してソ連会計 を整備することである。それは外貨 を導入する一方で,ル ーブルを国際的
に交換性ある通貨にして,対 外経済活動 を発展 させ るために必要 となっている。第11は,上記の課題
の達成に参考 となる先進的資本主義諸国の会計技法 ・経験の批判的摂取 と,課題 を解決できる多 くの
会計人の養成に関する問題 である。このためには,リ ース会計,株 式会計,合 弁会計,公 認会計士制
覧
度などを外国から学ぶ と同時に,会 計人の再教育 ・研修方法や教育機関での会計教育を改善しなけれ
ばならない。第12は,会計人 の自主的 ・自発的な社会団体を設立し,そ の活動 を発展 させることであ
る。89年12月には ソ連邦会計士団体が既に設立したが,今 後,そ の定款に定 めた会計の処理 ・手続の
作成 と提案,企 業に対す る会計 コンサルタン ト活動,会 計人の養成,国 際会計士協会 との交流な どが
進展 していか なけれ ば な らないq7)。
こ うした ソ連会計 の課題 は,揺 れ動 きつつ もペ レス トロイ カが進展 してい く中で,現 在,一 つづ っ
徐々に解決しつつある。すべての課題 を全面的に解決するには,も とより長 い期間を必要 とす るが,
それが達成 された ときには,1鄭 でみたソ連型会計制度 と質的 に異なる新 しい会計制度が創出 されて
い る こ とで あろ う。
ところで,ソ 連での会計制度 を含 む経済改革は,主 として上か ら行われている。これに対してマク
ロ会計 を最近まで重視続 けてきた東 ドイツでは,下 からの民主化が一挙 におこ り,政治清勢の急変で
この国は西 ドイ ツの主 導の も とで統 一 ドイ ツに入 ることにな った。 よって今後,東 ドイツで は西 ドイ
ツの会 計制度 が直 ちに採用 され て い くこ とになろ う。他方,ハ ンガ リー事件,プ ラハ の春,連 帯運動
の以後,長 い歳月をか けて下から経済改革を一歩一歩すすめ,早 くか らソ連型会計制度の手直 をして
.
い たハン ガ リー,チ ェコス ロバ キ'ア,ポー ラン ドでは,現 在 の ソ連会計 の課 題 を先 取 りして解決 しつ
つ あ る。 よ って これ らの国 では,ソ 連 よ りも一足早 く新 しい会 計制度 が創 出 され るこ とにな ろ う。そ
して,ソ 連型会計制度か らいち早 く離反 したユーゴスラビアでは,今 日の経済危機を解決 す る た め
に,自 らつ くった独 自の会計制度 を再び自ら改善 している。
こうして,ソ 連 ・東欧諸国ではジグザグした コースを経て,従 前のソ連型会計制度から相次いで脱
却 しつつあるが,そ れ に代 る新 しい会計制度の具体的な像は,現 時点においそはまだ不透明である。 ・
だが恐 らくは,、そρ創出の指向は,調 整された市場メカニズムないし市場経済 に基礎を置いた会計制
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度 にあ る といえるで あろ う。 だが それ も,ソ 連の ペ レス トロイ カを初 め とした,各 国 の政治 情勢 のゆ
くえと密接に絡んだ各国の経済改革の内容,規 模,テ ンポによって各国で異なるもの となるであろう。
注
(1)形 式的独立採算制については,森 章,ソ 連における社会主義企業会計研究の展開,社 会主義経営
学会編 『社会主義企業経営論』法律文化社1987年所牧を参照。
(2>A.B.B醍acoB,iOO一涯eTmI黄白D6匹田e鈍hi.X,}Ke6paKa,《Byxra肛epcK露1藍yqeT>,1989,No.12,c.48.
(3)ベ イ リーによれば,企 業会計(ミクロ会計)は簿記に後退 し,企 業の会計担当者は上級機関ヘ デー
タを提 供す るだ け の簿 記係 とな った とい う(DerekBai塾ey,AccountingunderSocialism:AnOver・
view,AccountinginSocialistCountries,EditedbyDerekT.Bailey,1988,P481.)。
(4>ソ 連での会計人の活動 については,森 章,ソ ビエ ト会計 人の歴史,『明大商学論叢』第65巻第3・4・
5号1983年を参 照。
(5)た だ し,ソ ビエZ政 権 初期には,財 務諸表を 「国民経済」誌,「経済生活」紙に公表する施策が採
ら れ た([3.A.Ma孤opoB,HcTop朋pa3Blm1π6yxraπTepcKoroyqeTaBCCCP(1917-1972rr。),i972,c.54。
(6)東 欧諸国へのソ連理会計制度の導 入は,す べ ての国で同 じアプローチで行われたが(W.Brzezin,
AlicjaJaruga,AccountingEvolutioninaI)蓋annedEcQnomy,AccountinginSocialistCountries,
P.47.),以前か ら会計が比較的発達 していた東 ドイツ,チ ェコスロバ キアでは,資 本主義会計制度 を
採 用 しつ つ,ソ 連 理会 計 制度 が導 入 され て い った(砿C.MauKeBHqloc,OpraHi璽3auHπ6yxra∬TepcKoro
yqeTaBcTpaHax-q7IeHaxC3B,i984,c.41.)。
(7)完 全独立採算制については,森 章,『現代社会主義 の会計構造』大 月書店1983年の第4章 を参照。






Spring1981,p.24.68.森章,労 働者 自主 管理 に おけ る会 計一 ユ ー ゴ スラ ビアの場 合 一,『 経理 知
識 』第63号1984年を参 照。
(10)P.皿ioJI賦、Byxra贋epcKI磁yqeTRBeHrepcKo藍HapoAHo藍1)ecHy6服He,i974,c,39.H,C.MauKeB附K)c,
TaM}Ke,(.H8-i20.森章 他,ハ ンガ リー に おけ る会計 の 発展,『経 理知 識 』第61号1982年を参照 。
(11>3.napbl3i1HcK臆,Byxra」TepcK嫡y・{eTBnoπbcK面Hapo几H磁PecHy6π1H{e,i975,G.69,森章,宮 井 久
男,ポ ー ラン ドの 会 計監査 制 度,『会 計 ジ ャー ナル」1981年10月号,森 章他,ポ ー ラン ドの統一 会計









(26J正真正銘の独立採算制については,森 章,ペ レス トロイカとソ連会計の諸開題,『明大商学論叢』
第71巻第3・4号1989年を参照 。
(17)新しいソ連邦会計士団体については,我 輩,ペ レス トロイカの もとでの新 しいソ連会計士団体の
誕生,『 経 理知 識 』 第69号1990年を参照 。
(もり あきら)
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